
但馬地方におけるブロイラー産業とインテグレーション  

桂  利  夫  

1 は  し  が  き  

兵庫県但馬地方は，わが国ブロイラー生産のさきがけとなった地域であり，今日のブロイ  

ラー産業の技術的先進地としてその発展に大きく貢献してきたことはよく知られている。但馬  

地方にブロイラーの生産が地域産業として定着した背景としてはさまざまな理由が考えられる  

が，とくに大手商社が主導して，生産農家およびその他めブロイラー生産関連業者をも生産組  

織の中に組み込む，いわゆるインテグレーション・システムという垂直的統合組織が，ブロイ  

ラー産業発展に果たした役割りは極めて大きいものがあった。   

しかし近年，南九州や東北地方を主に，全国にわたって大型の垂直的統合組織による新興産  

地の組織化や産地規模の拡大がみられるようになり，その結果ブロイラーは生産過剰に陥入り  

低迷相場を招き，ブロイラー生産経営を圧迫しはじめるようになった。但馬ブロイラーの場合  

もこの例外ではなく，不況対応のための改善策が模索されている。   

本稿は，ブロイラー生産を地域産業として現段階にまで築き上げたインテグレーション組織  

の経営的役割りを明らかにすると共に，不況時におけるブロイラー産業の実態の分析によって  

今後の発展対策を考えようとするものである。  

2 但馬地方におけるブロイラー産業の成立過程と組織の概要  

但馬地方の農業は，かつては稲作と共に和牛生産（但馬牛）や養蚕業が盛んであったが，当  

時から山林労働や杜氏などの出稼ぎの常習地域として知られてきたごとく，農業経営規模が比  

較的零細であって，農家のくらしは決して豊かではなかった0   

但馬地方にブロイラー生産らしきものが芽生え始めたのは，昭和30年頃といわれている。当  

時まで比較的盛んであった和牛生産および養蚕業が，耕転機や化学繊維に代替され衰退しはじ  

めるに及んで，これらに代る生産対象の一つとして，採卵養鶏の「ヌキオス」を素びなとする  

肉鶏の飼育が始めて試みられた。当時は専用鶏舎さえ持たずに行う零細規模のものであった  

が，飼育技術が向上するに従い，昭和34・35年頃，先駆的飼養農家によって，初めてブロイ  

ラー生産の技術的基礎ができあがったといわれている。さらに36・37年頃，ブロイラー専用種  

鶏がアメリカから導入されるに及んで経営的に採算のとれる有利な生産部門となり，次第に普  
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及のきざしがみえ始めた。大手商社が飼料売り込み対策としてこのブロイラー生産に着目しだ  

したのは，翌38・39年頃からのようである。京阪神という大消費地に近いせいもあって大手商  

社は競って当地へ入り込み，代理店による生産資材の供給とブロイラーの買上げならびに技術  

指導を媒介として，ブロイラー生産の啓蒙と開発を積極的に行ない，但馬におけるブロイラー  

産業の商社主導型インテグレーションの組織づくりがみられるに至った。そして各代理店は，  

自社の経済活動領域を拡大するために，農家に対する生産契約活動を競争的に行うこととな  

り，但馬全域にわたって急速にブロイラー生産ブームを引起こし，今日のブロイラー産業の礎  

を築いたのである。   

また商社による生産農家獲得競争の結果として，農家にとってより有利な条件の契約が長期  

にわたって支配し，これが農家のブロイラー生産を助長したものとみてよい。   

但馬地方におけるブロイラー産業のインテグレーションは，現在7っの商社系および3つの  

農協系のものがみられるが，これらの企業は系列的にどのように組織されているかをみてみよ  

う。   
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上図は，但馬地方における代表的商娃系インテグレーションの食鳥処理企業（工場）を中心  

とした生産組織図の一例である。   

図に示すように，大手の総合商社が資本によって同系列の飼料製造企業や食鳥処理企業を統  

制しているのが一般的である。しかし地元の農業資材販売業者が飼料メ 

れ，他のインテグレーションと同じ機能をもつものもあるし，さらに飼料メーカーの現地出先  

企業は生産資材の供給事業のみを担当し，食烏の処理・販売業務は他の独立企業に預託してい  

る場合もある。また，但馬地方には農協系インテグレーションも存在するが，特徴としては管  

内生産農家との結び付きがみられる程度で，組織づくりの方法および営業内容については商社  

系のそれと大差はない。   

以上のようにして大手の総合商社は，まず同系列の飼料製造企業を設立し，さらに飼料製造  

企業は，飼料の販売とブロイラーの処理機能をもつ食烏処理企業（工場）を設立する。食烏処  

理工場は組織図にみられるごとく，1）ブロイラーの処理・加工・販売，2）飼料・ひな・薬品  

の販売，3）生産農家のブロイラー生産・経営・経理の指導，4）その他生産資材の販売などの  

機能をもち，広範な事業活動がみられる。また食烏処理工場は食烏販売ルートとしての食烏卸  

売企業（かしわ問屋）を京阪神地方を中心に何カ所かに持ち，さらに食烏卸売企業は多数の小  

売店（かしわ専門店）とスーパー を傘下にもつ。以上のように上は大手の総合商社から下はか  

しわ屋にいたるまでの流通・加工過程を商社の資本力によって垂直的に統合し，一方ではブロ  

イラー生産を担当する農家に対して，生産資材の供給と生産物の買上げを条件とする生産契約  

を結ぶことによって包括的に組織されたものが，但馬地方における代表的なインテグレーショ  

ンの実態とみてよいであろう。そして，ここに示した食ノ島処理工場が，生産に関するあらゆる  

業務を総括するインテグレーターの機能をもつものである。   

なお，ふ卵企業は現在当地方に11社があるが，これらの業者は系列親企業からの出資による  

ものではなく独立企業である。したがって大規模ふ卵企業では複数のインテグレークーとの取  

引がみられるが，飼料の調達や計画的ひな生産のためには主要インテグレークーとの取引が必  

要であり，実質的には特定インテグレークーの支配下にあるものとみてよい。  

3 インチグレーターの経営的役割  

インテグレーターの経営的役割を大別すると，1）生産資材および用役の調達と供給，2）集  

烏・処理・出荷，3）生産技術指導および経営指導の3分野に分かれるが，以下では紙数の関  

係で農家のブロイラー生産向上に密接な関係をもつ，生産技術指導および経営指導の実態につ  

いてのみ考察しておく。  

但馬におけるブロイラー産業発展要因の申で，インチグレーターの果たした役割は大きかっ  

た。しかもその役割の中でも，生産技術指導および経営指導面で重要な役割を果たしたといっ  
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てよい。そのことは例えば，もしインテグレーターが利潤追求のために農家に対して飼料を売  

り付けるだけならば，あるいはブロイラーを買上げるだけでは，相互の信親閲係は芽生えな  

かったであろうし，ひいては今日のような発展はもたらされなかったのではないか。つまりイ  

ンチグレーターの技術・経営指導をも含む総合的経営機能の代行と，それとの接触を通じて農  

家は企業を信頼し，企業の生産拡大計画に安心して従いつづけてきたことが，ブロイラーの発  

展に結び付いたものであるといえよう。   

インテグレークーは農家に対してさまざまな指導を行い，よき相談相手となった。また実地  

指導のためには，自らも販売目的をも兼ねた実験直営農場をもち，農家の生産技術向上のため  

の，あるいは大型経営推進計画のための研究を行ってきた。   

生産技術指導についてみると，その内容はおおよそ鶏舎構造・諸設備に関するものと生産性  

向上のための技術に大別されよう。まず鶏舎構造についてみると，そこから生産されるブロイ  

ラーの商品価値や生産性を高めるために年と共に次第に変化してきている。例えば当地方にお  

いても，初期段階ではケージ飼が主で開放平飼が従であったものが，40年代になると主従が入  

れ代って開放平飼が多くなり，さらに44～45年になるとウインドレス鶏舎による革新的飼育技  

術が外国から導入されるに及んで，当地でも急速な勢で普及をみた。それらはすべて企業の指  

導力にあったとみてよい。現在における飼育形態別飼育戸数割合は，ウインドレス鶏舎が90％  

までを占め，残る10％がケージ飼および開放平飼という現状である。   

ちなみにウインドレス鶏舎による飼育が，従来のケージまたは開放平飼いに比べてどのよう  

な生産効果があったかを考察しておこう。ウインドレス鶏舎では，鶏舎内の温度・湿度・換  

気・照明などのブロイラー肥育に最適な環境を人為的にコントロールできるようになった結  

果，1）季節性がなくなり飼育成績の均一化。2）規格が揃い不良品が少くなり商品価値の向  

上。3）環境と鶏舎構造の合理化により年間飼育回転数を高めた（従来は3剛転→ウインドレ  

ス4回転）。4）飼料要求率（飼料消費量／増体量）の向上（約2．6→2．2）。5）増体率（平均出荷  

体重／平均出荷日令）の向上（約3．5→3．8g）。6）育成率（出荷羽数／入雛羽数）の向上（約95→  

98％）。7）外界と遮断するため防疫効果の向上。8）労働力1人当り飼養規模および出荷羽数  

の増加（飼養規模1万→2万羽，出荷羽数3万→8万羽）。   

他方，ウインドレス鶏舎導入の際の障害となるのは，1）夫婦2人の適正規模（飼育規模4万  

羽）を作るためには多額の資本（約5千万円）を要すること。2）同じく広い専用敷地を要する  

こと。3）経費（暖房費・借入利息・減価償却費）が増大し，所得率が低下すること。4）各種  

公害（換気扇による騒音と填・悪臭・暖房用燃料の煙害）の発生などがみられる。   

つぎに生産技術の指導については，主にウインドレス鶏舎のもつ特殊機能を活かすところの  

生産技術，すなわち育成率（生存率）・飼料要求率・増体率（量）などを高めるための技術であ  

ある。その他にも防疫および公害等抑制のための技術を農家に普及することである。また飼料  

－86－   



桂 利夫：但馬地方におけるブロイラー産業とインテグレーション  

および暖房用燃料の高騰が懸念される今日，その対応策も考えねばならず，最近，鶏ふんボイ  

ラーや古タイヤーボイラーの導入がみられるようになったのもその一例である。   

他方，経営指導はどのようであろうか。農家の経営内容の如何はブロイラー生産農家の存続  

みのならず，インテグレークー自身の損益にもかかわる重要問題であることばいうまでもな  

い。インテグレーターが技術指導と同様に経営指導を行わねばならない理由もこの点にあろ  

う。  

ブロイラー生産農家の経営安定は，生産技術向上によって経済的効果を高めつつ，一方では  

生産規模を拡大することにあるといってよい。この生産規模拡大は，専業的農家の生産規模を  

夫婦2人の労働力で4万羽養鶏（出荷16万羽で所得は5～600万円）を指導目標にしているよ  

うである。農家はこの目標達成のためには多額の資金を必要とし，なお資金の大部分を融資に  

依存せねばならない農家のために，インテグレークーは直接融資を行ったり，借入れを代行  

し，あるいは保証人になるなど経営的便宜を講じている。しかしブロイラー価格が低迷してい  

る現在，施設に対する大型投資は採算的に経営を圧迫する一面もあり，今後，如何に指導する  

かば重要な問題である。また規模拡大に伴う公害の拡大防止，これのための立地問題・移転問  

題，さらに生産団地の造成問題などについても農家のよきアドノミィザーとなり，積極的な指導  

が行われている。  

4 ブロイラーの生産契約価格と損益  

ブロイラーの生産契約は，飼料・ひなの一定供給価格およびブロイラーの一定買上げ価格条  

件を前提に結ばれるものであって，この生産契約における協定価格は，生産者と企業間におけ  

る剰余利益の分配あるいは欠損負担にかかわる重要な問題である。そして価格的に両者の折合  

いがつかない場合には，農家は生産契約を破棄し，他の企業へ契約変更を引起こす契機ともな  

りかねない。   

近年における各企業のブロイラー買上げ価格はほぼ一定しており，契約上の企業間の優劣は  

余り見当らない。あえて企業間の優劣を判別しようとする場合にも，「ブロイラーの買上げ価  

格も高いが飼料も高い」というように，飼料の価格条件とその飼料成分をも合せて吟味しなく  

てはならないし，その他の各種指導事業をも含めた総合的な価値判断にまつ以外はない。   

また企業の中には，上記買上げ価格の他に裏面的な補助政策をとっているところもある。例  

えば近代的ウインドレス鶏舎の生産農家に対しては，新鶏舎振興対策奨励金を統一契約価格に  

上禿せしたり，冬期問のみ暖房費助成として油代の補助を行っている企業もある。このような  

裏面的な助成ほ，例えば新鶏舎の減価償却費の負担を軽減するものとして生産者に歓迎される  

べきものであるが，その本質は近代的新鶏舎による効率の高い大規模生産農家の誘致と，農家  

間に差をつけることによって経営効率の悪い小規模経営の切捨てを計ろうとする企業的意図と  

－87 －   



農業計算学研究 鰭13号  

も受け取れる。   

さて価格交渉は，生産者代表（複数）・処理工場・飼料メーカー（農協系の場合は全農）に  

よる取引委員会が設けられ，通常年1回（ブロイラーおよび飼料の価格変動が激しい時には6  

カ月または3カ月どとに）価格交渉が行われる。この場合企業者側は，ブロイラー市場取引価  

格（日経新聞：全農大阪高値相場）から，処理工場から市場までの運送費・市場手数料・処理  

費・目減り分（羽毛・血液の減量分11～12％）などを差引いて，コスト補償方式による生烏  

1kg当り買入れ原価と，生産者からの生鳥貝上げ予想価額に上記費用を積上げたと体1kg当  

り生産原価を試算し，他方生産者側も独自の生産コストを算出して企業者との価格交渉にあた  

るわけである。参考までに，上記3っのコストを概算すれば次表のようである。  

表1 ブロイラー買上価額算定のための試算  

生 産 者 コ スト  】企業者コスト補償価格】企業者と体コスト  
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生烏1kg当り1244，46  生烏1kg当り】1821と体1kg当りl296   

参出基準 育成率：97％，出荷休煎：2，450g，飼料要求率：2．35  目減：11％  

上表に示した計算値は，と休相場（235円）が著しく下落している昭和54年度夏期における  

農家の生産原価と，企業者のコスト補償価格を対比したものである。生産者コストが生烏1kg  

当り244円であるのに対して，企業者がと体相場から諸経費を差引いて生産者から求めようと  

する限界生馬買取価格は182円を示し，両者の間に62円のマイナス値，すなわち欠損を発生し  

ていることを示す。この欠損は，生産者または企業者いずれかが負わればならないが，当契約  

でほ生烏買上げ価格が240円と協定され，その結果，生産者が4円，企業が58円の欠損を負う  

状態を示している。   

当調査では，これら生産コストの協議における家族労働賃金評価・資本利子評価および減価  

償却費の算出基準など審らにできなかったが，両者の買取価格決定方式の根底には，ブロイ  

ラー生産の維持ないし生産者保護のために，概ね生産コストを償い得るかあるいは専業的標準  

生産農家の一定所得補償方式的（例えば4万羽養鶏で500万所得を目標とする）な配慮がある  

－88－   



桂 利夫：但馬地方におけるブロイラー産業とインテグレーション   

ようである。すなわち処理工場は，ブロイラーの相場下落による欠損を直接農家に波及させな  

いように自らの経営欠損として保留し，生産経営安定のための防波堤的役割を果たしていると・  

もいえるわけである。   

ブロイラーの買上げ価格は前述により決定され，同時に価格決定の前提となる飼料およびひ  

な価格の協定も行われるわけである。このような取引協定が一定条件のうえに設定されている  

以上，多少の価格変動やそれに伴う損益は企業の損益に帰属することになろう。しかし市場価  

格変動が大きくなり，損益額が異常に大きくなった場合には，その損益を†方的に企業者のみ  

に帰属させる訳にはゆかず，再協議によって価格条件を変更し，両者に適正配分を行うことを  

前提としている。この地方におけるブロイラー価格相場というのは，大阪卸売市場（大阪全農）  

におけると体相場であって，この価格は農協系インチのみならずすべての処理工場が用いてお  

り，農家からのブロイラー員上げ価格の算出基準や同系列卸売企業間との取引価格基準となる  

ものである。各処理工場の生産農家からのブロイラー買上げ価格に大差がないのも，また当地  

方におけるすべての処理工場および農家の経営成果が一様に浮沈するのもこのためである。   

なおここで注記すべきことは，以上に述べた企業欠損（又は企業利益）というのは，インテ  

グレーターのブロイラー生産をめぐる諸事業の中で，主に処理工場の業務領域，すなわち集  

烏・処理・販売領域のみを会計主体とした損益を指すのであって，ひなおよび飼料販売斡旋利  

益は他の事業部門として分離されてあることである。したがって各インテグレーターは，ブロ  

イラー相場の下落による多額の赤字を抱えているが，他方ではブロイラーの相場変動にかかわ  

りなく，農家に斡旋した飼料代については一定手数料を付加したものをブロイラー売上げ代金  

から先取りして斡旋利益を得ているわけである。  

5 企業欠損の処理方法  

飼料の値上りやブロイラー相場の下落に対する経営安定対策としては，次のような安定基金  

制度があり，これを利用している。   

飼料安定基金（全国配合飼料価格安定基金協会）は飼料価格が一定限度額以上に値上りした  

場合に，その値上りによる欠損を補償する制度であって，払込みの対象となるのは飼料価格上  

昇によって影響を受ける生産農家および飼料メーカーである。払込み額は54年度の場合，生産  

農家は1トン当り400円を，飼料メーカーは980円を負担している。そして飼料価格が上昇し  

て飼料安定基金協会から補償金が出た場合には，これによって値上り分を補填し，もし補填し  

きれない場合はその差額を農家が負担しなければならない。しかし企業と生産農家の問には価  

格協定が存在するために，企業は農家の飼料価格上昇分だけブロイラーの買上げ価格を引上げ  

るという措置がとられている。   

ブロイラー価格安定基金制度（兵庫県ブロイラー価格安定基金協会）は，ブロイラーの一定  
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価格を補償し，ブロイラー産業を安定さすために但馬地方のインテグレーターの主唱によって  

．設立された兵庫県独自のものであって，商社系のみならず農協系のインテグレーションも加入  

している。但し農協系インテグレーションの場合には，この基金の他に全農系の「全国ブロイ  

ラー価格安定基金」にも加入している。   

兵庫県ブロイラー価格安定基金協会の場合，その払込み額は生鳥1kg 当り5円の割合であ  

る。この払込み負担者ほインテグレーションによって相違があり，全額生産農家負担，生産農  

家と処理工場とが折半して負担，またこれに飼料メーカーを加えた3者で負担しているところ  

もある。また全国ブロイラー価格安定基金への戚課金は，生烏1kg当り生産農家3．50円，全  

農1．75円，経済連1．17円，農協0．58円合計7．00円である。これらの払込みに対する反対給付と  

しての補償額は，ブロイラー相場の下落時にその損失分を補填するものとしてインテグレー  

タ一に支払われる制度である。   

また商社系インチグレークーの中には，ブロイラー生産部面の企巣赤字を自らも解消する手  

段として，社内に共済金制度を設けているところもある。これは好況・不況にかかわらず赤字  

補填のための共済金をブロイラー売上げ代金の中から一定額ずつ積立てる制度である。共済金  

の拠出者や拠出額は企業によって異り，例えば某企業では生産農家にだけ生烏1kg に対して  

3円を課し，また某企業では生烏1kg当りにつき生産農家・飼料メーカー・イ ンチグレー  

クーが各3．3円ずつ計10円を負担している。この自主的共済制度はあくまでインテグレーター  

の赤字解消のためのものであり，また企業間に差があることなどから，生産農家からは敬遠さ  

れている。なお農協系の場合には，この欠損を飼料価格にしわ寄せすることが可能なようであ  

る。  

さてインテグレーターの欠損は，企業のと体原価よりもと体相場が下落した場合に，その差  

額として，あるいは，企業生産コスト補償買取価格よりも生産者からの生烏買取価格が上回っ  

た場合に，その差額として発生することば前述したとおりである。しかしこの欠損金は，ブロ  

イラー価格安定基金からの補償金でもって一部補填され，なお一部は社内共済積立金によって  

補填される。  

なおここで補填しきれなかった欠損（共済  

赤字）は，企業単独の欠損としてではなく，  

企菜と生産農家との共有的特別欠損として取  

扱れるわけである。このためインテグレータ  

ーは，企業会計の中から相場下落による欠損  

分だけを分離して共済金という特別会計をつ  

生鳥買取り価格  

企業生産コスト補償買取価格  

240円  

182円  

差 引（相場欠損）  

基金補償金による補填  

共済積立金による補填  

差 引（1kg当り共済赤字）  43円  

くって棚上げし（社内に共済制度を有しない場合でも一般事業会計と分離），やがて訪れるで  

あろう好況時の剰余利益からこれをなしくずすべく年々繰越しているのが一般的な処理方法の  

ようである。  
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以上，ブロイラー産業の不況時における欠損発生のメカニズムとその処理方法をみてきたわ  

けであるが，現在各インテグレーターが抱えている累積赤字は相当な額になると思われる。例  

えば某中堅企業の53年度発生赤字は1億8千万円という巨額にのぼり，54年度に入ると3カ月  

問に1億円の赤字を出している企業もあるわけである。現在，各インテグレーターが苦悩して  

いる最も大きな問題はこの累積赤字の解消方法であろう。これら欠損がブロイラー相場の一時  

的な下落に起因するものならば，再び景気の浮揚を待ってなしくずし的に解消できようが，近  

年にみられる生産過剰に起因する不況の回復は，かなり長期化するものと予想されるだけに問  

題は深刻である。  

6 ブロイラー産業の発展対策  

長後に但馬におけるブロイラー産業の今後の発展対策について若干考察しておきたい。  

（1）共同処理施設の建設構想  

この建設案はブロイラーの地域産業発展対策として某企業が立案し，現在，他企業にも呼び  

かけ，その実現に努力しているものである。当建設案発想の根源は，産業の発展に対する各社  

の努力には限界があり，これの打開策は共同処理場を共同出資によって建設し，これの共同利  

用によって共同意識を高め地域ぐるみで強くならねばならないということにある。この共同処  

理施設の内容は未だ具体化されていないが，但馬地区に1ないし2カ所建設し，1日10万羽  

（月産250万羽）の処理能力を目指すものである。   

これが実現できれば，処理能力の拡大，汚水および廃棄物処理問題の解消，朱鳥および出荷  

の各企業の一括集配送による合理化などが考えられ，さらにこの計画を発展させるならば，現  

在の系列別卸売業者の統合によるブロイラー販売の一元化や飼料調達の一元化も考えられなく  

もない。当計画は以上のように大規模操業による合理化が進められることにより，処理および  

集配送コストを引下げ，汚水処理問題の解決と同コストの引下げなど経済的メリットは極めて  

大きいものと予想される。しかしこれが実現のための具体論になると参加したくないという，  

いわゆる「総論賛成各論反対」派の企業もないわけではないが，ブロイラー価格の低迷によっ  

て競争意識が低下している今こそ，共通の課題として取組める時がきているのではないかと考  

える。  

（2）防疫・公害防止と生産団地  

ブロイラー生産技術普及対策の中で最も重要視されているのが防疫対策であろう。養鶏にお  

ける伝染病は一般に感染性が強いために，一度発生をみると発生農家はもとより生産団地ある  

いは生産地域全体に被害が及ぶからである。特に生産団地では鶏舎が近接しているために感染  

の危険性が極めて高い。これが防疫のために既に試みられているのが生産農家単位のオールイ  
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ン・オールアウト（仝鶏舎の入雛・出荷を一斉に行い，約20日間の完全飼養休止期問を設け  

て，その間3～4回の鶏舎消毒を行う）であるが，将来この防疫態勢をさらに強化するために  

は生産団地別あるいは地域別オールイン・オールアウト方式をも検討してみる必要がある。   

公害防止対策については，従来の小規模生産では目立たなかった臭気などの公害も生産規模  

拡大と共に大きくなり，またウインドレス鶏舎の導入は新な公害（換気扇騒音，毛填，煙臭，  

汚水）を引きおこすようになった。特に換気扇から排出される臭気や毛填は上昇気流に乗って  

その被害は周囲500m に及んでいる。近隣に対するこうした公害を抑制し，地域住民の合意  

を得なければ，ブロイラー生産の発展は望めない。公害防止対策も以上のような現状の下では  

部舅耽な改善策では解決できず，ここに鶏舎の移転問題がおこるわけである。   

このため最近注目されているのが新らしい生産団地づくりである。54年10月現在，但馬地区  

にみられる団地数は9カ所，参加構成員は43名と数字のうえでは少いけれども，現在のブロイ  

ラー生産の先端をゆく設備と規模をもつことができ，また一方では，機械設備や汚水処理の共  

同利用など新らしい時代に即応した生産形態を取入れていることである。こうした生産団地の  

育成こそ，今後の産地問題競争に耐える健全な経営育成のための方向を示唆しているように思  

われる。  

（3）出 荷 対 策  

但馬ブロイラーは，京阪神に近いという立地条件から新鮮なと体を消費地に直送するという  

流通上のメリットが大きく，かつ産地が古いために当時からの取引によって開拓された特約か  

しわ専門店を比較的多くもち，これら専門店のと体需要に支えられて総出荷巌の約80％までを  

と休出荷に頼ってきた。つまりと休出荷が重点的に行われ，付加価値の少い解体品の出荷や中  

ぬきと休出荷は比較的少なかったわけである。しかし乍ら将来，スーパー等量販店の解体品と  

の販売競争においてかしわ専門店のと体需要がどのように変化してゆくかば大きな問題であ  

る。例えば食鳥新聞（54．11．25）にみる大阪市場の50年から53年度における入荷量の伸び率  

は，と体32％に対し解体49％（東京14％・60％），また53年におけると体と解体入荷量比は  

57：43（東京35：65）と解体品の伸び率が高いことを示し，この傾向は東京市場に追随して一  

層強まることが予想される。また一方では，食品衛生の面から近くと休出荷の規制強化が予想  

されているが，これら需要の変化や出荷規制に対して企業の対応策が迫られている。企業は解  

体に関しては人件費とそれに対する付加価値問題として，申ぬき処理に関しては処理装置導入  

の非経済性等からいずれも敬遠してきたが，共同処理工場の設立と併せてその対策を考えてみ  

る時に至っている。  

（4）ブロイラー振興対策  

ブロイラーの振興は，生産調整と消費の促進によって現在の不況相場を払拭しなければなら  
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ず，このことばブロイラー業界においても既に強調されてきたとおりである。但馬における各  

企業も生産調整のために餌付制限を行い，生産拡大計鱒を一時中断している現状である。   

ではこのような不況時における生産面に対する振興対策とほ何であろうか，それは現在の不  

況に耐え得る農家および企業の態勢づくりにあるのではないか。それはとりも直さず不況回復  

後の大きな発展力に連るものと思うからである。この不況に耐え得る態勢づくりとは，生産農  

家によっては生産コスト引下げ・生産環境の整備・生産団地の育成等の対策である。つまり鶏  

糞ボイラーなど新技術を導入してコスト低減を計り，他方生産環境を改善して生産効率を高め  

ることであろう。また企業にとっては，インテグレーションのあり方を根本的に見直すべき時  

期に来ているのではないか，例えば多くの企業が，ブロイラー生産の好況・不況の如何にかか  

わらず農家に高い飼料代を請求して高利潤を求めているが，某インテグレークーのように企業  

欠軌ま飼料メーカーに負担させ，また某インテグレーターのようにひなの斡旋手数料は農家に  

還元するなど不況時における対応策はないわけではない。その他，先述した共同処理施設建設  

案も最も重要な対策といえるであろう。  

7 む  す  び  

以上，但馬地方におけるインテグレーションによるブロイラー産業の成立と，企業の対生産  

者機能の概要を明らかにすると共に，とくに昨今の不況時における企業実態についても考察し  

た0 もとよりインテグレーションという巨大な企業組織の実態を把握し分析することをは至難  

ともいうべきもので，以上の実態分析も企業の極く一部分を垣間見たものに過ぎない。しかし  

本調査によってインテグレーターと生産農家との接点がそれなりに明らかになり，インチグレ  

ーターのブロイラー産業の発展に果たした役割りも明らかにすることができたと思う。なお，  

生産農家の経営実態についての分析を試みるべきであったが紙数の関係で省略せざるを得なか  

った。後日に期したいと思う。  

（附記）本稿は『兵庫県におけるブロイラーの生産と流通に関する研究』（昭和55年3月農林漁業金融公庫  

：研究代表者頼平）の第Ⅱ章・第Ⅳ葦を加筆・修正したものである。  
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